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S+3Eの大原則

1. エネルギーセキュリティと現実的なトランジション
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⚫ 低廉なエネルギー価格・安定的な供給が産業競争力の源泉
⚫ 電力用途・熱用途含めて移行期における化石燃料の脱炭素化が重要
⚫ 不確実性が高まる中、脱炭素化に向けては多様な道筋を示し、時間軸を意識して取組むべき

⚫ 地政学リスク、自然災害リスク等の不確実性が高まる中、エネルギー密度が高く、可搬性・貯蔵性に
優れる液体・固体燃料は有事に重要な役割を果たす

⚫ 液体・固体燃料の脱炭素化を進めつつ、安定供給を行うことが、移行期においては必要
⚫ 現実的なトランジションとして、CCS※も含めた最適な日本のエネルギーミックスを目指すべき

⚫ 移行期における液体・固体燃料の脱炭素化について、海外の資源・権益（価格競争力のあるバイ
オ原料・クリーンな水素等の製造が可能な再エネ適地等）の獲得が重要であり、そのためには政府
の外交的な支援等が必要

⚫ 資源・権益の獲得は地政学リスクの高い特定国からの依存度の低下、外的要因による価格変動の
抑制につながり、エネルギーセキュリティの向上という観点からも有効

⚫ 加えて、地域の立地特性を踏まえつつ、上流・下流が一体となったサプライチェーンの構築が必要で
あり、地域経済の活性化にも資する

液体・固体燃料の重要性の再認識

液体・固体燃料の脱炭素化とエネルギーセキュリティの両立

※CCS：「Carbon dioxide Capture and Storage（二酸化炭素回収・貯留）」の略



2. 市場環境整備と投資予見性
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⚫ 日本産業の空洞化を避けるためにも、カーボンプライシング（GX-ETS、化石燃料賦課金等）によ
る脱炭素価値がグローバルで公平に評価される制度設計であるべき

⚫ アジア全体の脱炭素に資するルール形成・市場創出も重要であり、AZECにおける日本政府の積極
的な関与・リーダーシップを期待

⚫ 脱炭素の価値を認める社会風土を醸成するためにも、国民理解の促進は必須
⚫ カーボンプライシングなど脱炭素化を促進する上で伴うコスト負担は社会全体で最適化すべき

⚫ GXの推進にあたっては、諸外国の制度・支援に後れを取らない、大胆な政策実行が引き続き重要
⚫ 企業の投資予見性を高めるためにも、適切な規模・スピード感をもった切れ目のない支援策が必要

脱炭素価値が評価されるグローバルな市場環境・ルール整備

国民理解の促進

継続性ある支援策



石油業界のカーボンニュートラル燃料に関する取組み

4出典：総合資源エネルギー調査会 基本政策分科会（第61回会合）石油連盟資料 /2024年8月30日
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